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健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針の一部を改正する件（告示）及び
国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針の一部を改正する件（告示）の概要

近年、特定健診の導入やレセプトの電子化の進展等により、医療保険者において、健康・医療情報を活用して加入者の健康課
題の分析等を行うための基盤が整備されてきている。

こうした状況の中、「日本再興戦略」(平成２５年６月１４日閣議決定)を受けて、全ての健康保険組合等に対し、レセプト等のデー
タの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として「データヘルス計画」の作成・公表、事業実施、評価等の
取組を求めるもの。

平成２６年４月１日

Ｐ（計画）：健康・医療情報を分析し、加入者の健康課題を明確にした上で、事業を企画する
Ｄ（実施）：費用対効果の観点も考慮しつつ、次のような取組を実施する

・加入者に自らの生活習慣等の問題点を発見しその改善を促すための取組
（例：健診結果・生活習慣等の自己管理ができるツールの提供）

・生活習慣病の発症を予防するための特定保健指導等の取組
・生活習慣病の症状の進展及び合併症の発症を抑えるための重症化予防の取組
（例：糖尿病の重症化予防事業(※)）

・その他、健康・医療情報を活用した取組
Ｃ（評価）：客観的な指標を用いて保健事業の評価を行う

（例：生活習慣の状況（食生活、歩数等）、特定健診の受診率・結果、医療費）
Ａ（改善）：評価結果に基づき事業内容等を見直す

保険者は、健康・医療情報を活用してＰＤＣＡサイクルに沿った効果的かつ効率的な保健事業の実施を図るため、保健事業の実
施計画（データヘルス計画）を策定し、実施する。 具体的には、以下の取組を進める。

３．適用期日

２．改正の内容

１．改正の概要

健診ﾃﾞｰﾀで把握

(HbA1c 8%-)

(HbA1c 
6.5%-8%)

ﾚｾﾌﾟﾄﾃﾞｰﾀで把握通院６回未満 通院６回以上

※ 糖尿病の重症化予防事業の例 （レセプト・健診データの活用により対象者を的確に抽出）

通院０回／年

教育入院
血糖ｺﾝﾄﾛｰﾙ

定期検査報告

初回受診を勧奨 定期的受診を勧奨

平成26年4月18日

第12回保険者による

健診・保健指導等に関する検討会

資料２



高齢者ができる限り長く自立した日常生活を送ることができるよう、生活習慣病等の疾病の発症・重症化予防や心

身機能の低下防止に向けて、広域連合は保健事業を行う。

・加齢に伴い心身が衰え、運動機能や認知機能が低下
する

・複数の慢性疾患を有し、完治を見込みにくい場合が多
い

・若年期に比べ生活習慣改善の効果による予防効果
は必ずしも大きくない

・健康状態、心身機能、生活状況等の個人差が大きい

・健康面の不安が生活上の課題となりやすい

主なポイント

考え方

後期高齢者医療保健事業実施指針について

※高齢者医療確保法に基づき、広域連合が行う保健事業について、国は指針を定める。

・ 75歳以降は保険制度が異なる

・ 実施主体は都道府県単位の広域連合

高齢者の健康の特性

制度の仕組み

○ 被保険者一人ひとりの状況に即して健康保持

増進を支援。

○ 特に、生活習慣病等の重症化予防、運動・認

知機能の低下防止、低栄養の回避等に向けた

生活習慣見直しに重点。

○ 日常生活が制約される場合には、福祉・介護

等の支援につなげる。

○ 都道府県広域連合は市町村と協力して実施。

○ 健康・医療情報を活用し、ＰＤＣＡサイクルに

沿って事業を運営。このため、広域連合は保

健事業実施計画（データヘルス計画）を策定。

※ 同じ地域保険である国保の保健事業実施指針をベースとして策定。

※ 適用期日：平成26年４月１日


